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   第 ３ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成29年６月23日（金曜日） 

            午前９時59分開議 

            午前11時38分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成29年度熊本県一般会計補

正予算（第１号） 

議案第４号 熊本県職員等の育児休業等に

関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

議案第５号 熊本県手数料条例の一部を改

正する条例の制定について 

議案第６号 熊本県情報公開条例及び熊本

県行政文書等の管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

議案第７号 熊本県税条例の一部を改正す

る条例の制定について 

議案第８号 熊本県税災害減免条例の一部

を改正する条例の制定について 

議案第９号 熊本県税特別措置条例の一部

を改正する条例の制定について 

議案第19号 専決処分の報告及び承認につ

いて 

報告第１号 平成28年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についてのう

ち 

報告第６号 平成28年度熊本県一般会計事

故繰越し繰越計算書の報告についてのう

ち 

報告第10号 専決処分の報告について 

閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

報告事項 

 ①創造的復興に向けた重点10項目の進捗

について 

②熊本県国土強靱化地域計画（素案）

の策定について 

③公立大学法人熊本県立大学第３期中

期目標の策定について 

④川辺川ダム問題について 

⑤阿蘇くまもと空港の創造的復興につ

いて 

⑥地方版図柄入りナンバープレートの

導入について 

――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長 増 永 慎一郎 

        副委員長 西   聖 一 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 河 津 修 司 

        委  員 中 村 亮 彦 

        委  員 松 野 明 美 

欠席委員(１人) 

  委  員 小 杉   直 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 坂 本   浩 

政策審議監 

兼くまモングループ課長 磯 田    淳 

       危機管理監 白 石 伸 一 

       政策調整監 府 高   隆 

    秘書グループ課長 横 尾 徹 也 

    広報グループ課長 倉 光 麻理子 

    危機管理防災課長  間 宮 将 大 

政策監 宮 本   正 

総務部 

         部 長  池 田 敬 之 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 大 村 裕 司 
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       政策審議監  本 田 充 郎 

      総務私学局長 古 森 美津代 

  首席審議員兼人事課長 平 井 宏 英 

  首席審議員兼財政課長 竹 内 信 義 

    県政情報文書課長 村 上   徹 

総務事務センター長  坂 本 弘 一 

      財産経営課長 満 原 裕 治 

      私学振興課長 塘 岡 弘 幸 

 市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 沼 川 敦 彦 

      消防保安課長 門 﨑 博 幸 

        税務課長 井 芹 護 利 

企画振興部 

      企画振興部長 島 崎 征 夫 

       政策審議監 本 田   圭 

   地域・文化振興局長 

兼地域振興課長 

兼県央広域本部振興部長 斉 藤 浩 幸 

交通政策・情報局長 藤 井 一 恵 

  首席審議員兼企画課長 吉 田   誠 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 手 島 伸 介 

川辺川ダム総合対策課長  吉 野 昇 治 

      交通政策課長 内 田 清 之 

      情報企画課長 島 田 政 次 

      統計調査課長 山 田 裕 二 

出納局 

  会計管理者兼出納局長 金 子 徳 政 

        会計課長  無 田 英 昭 

      管理調達課長 石 川   修 

人事委員会事務局 

         局 長 田 中 信 行 

        総務課長 井 上 知 行 

       公務員課長 西 尾 浩 明 

 監査委員事務局 

         局 長 高 山 寿一郎 

   首席審議員兼監査監 小 原   信 

         監査監 手 嶋 章 人 

         監査監 田 原 英 介 

議会事務局 

         局 長 吉 田 勝 也 

     次長兼総務課長 中 島 昭 則 

        議事課長 中 村 誠 希 

      政務調査課長 上 村 祐 司 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 福 田 博 文 

   政務調査課課長補佐 岩 永 千 夏 

   ――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○増永慎一郎委員長 ただいまから、第３回

総務常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることとしま

した。 

 次に、本委員会に付託された議案等を議題

とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案について説明を求めた後、一括

して質疑を受けたいと思います。説明を行わ

れる際は、効率よく進めるために、最初一度

立っていただいた後、説明は着座のまま簡潔

にお願いいたします。  

 それでは、総務部長から総括説明をお願い

いたします。 

 

○池田総務部長 おはようございます。 

 今回提案してございます議案の概要につい

て御説明申し上げます。 

 まず、一般会計補正予算につきましては、

議案第１号といたしまして、熊本地震からの

復旧、復興を図るための予算、４カ年戦略を

推進するための予算など、92億3,400万円余

を計上してございます。 

 このほか、熊本県職員等の育児休業等に関

する条例の一部を改正する条例の制定や、専

決処分の報告、承認などにつきましても、あ

わせて御提案、御報告を申し上げておりま

す。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、予算の詳細
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な内容及び条例等議案につきましては各課長

からそれぞれ御説明申し上げます。よろしく

御審議いただきますようお願い申し上げま

す。 

 

○増永慎一郎委員長 次に、財政課長から、

今回の補正予算の概要等について説明をお願

いします。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 総務常任委員会説明資料の１ページをお願

いいたします。 

 まず、議案第３号、知事専決処分によりま

す平成28年度３月補正予算の概要について御

説明いたします。 

 熊本地震からの復旧関係事業につきまし

て、昨年度末に大きく２つの理由により補正

を行ったものでございます。 

 １点目、(1)は、熊本地震に係る災害救助

費につきまして、実績見込みを踏まえ減額

し、その額を災害救助基金に積み立てるもの

です。 

 ２点目、(2)で、警察施設の災害復旧事業

について、国の査定減を踏まえ、県債に財源

更正をしております。 

 いずれも、28年度内の処理が必要なため、

３月29日付で知事専決処分により補正させて

いただいたものです。 

 下の表をごらんください。 

 財源更正などが中心のため、補正額として

は計上されません。補正後の最終的な現計予

算額は、２月議会議決後の１兆3,190億3,500

万円から変更はございません。 

 以下、資料の２ページ、３ページ、４ペー

ジ、５ページ、６ページまででその補正内容

を記載しております。 

 続きまして、８ページのほうをお願いいた

します。 

 ここから、６月補正予算の概要となりま

す。 

 冒頭、総務部長が御説明しましたとおり、

今回の一般会計補正予算では、平成28年熊本

地震からの速やかな復旧、復興を図るための

事業などを中心に、総額で92億3,400万円余

の増額、補正後の予算規模は8,949億3,100万

円余となります。 

 予算の内訳でございますが、まず、中段

(1)記載のとおり、平成28年熊本地震への対

応分として74億7,100万円を計上しておりま

す。 

 主な内容は、①被災者の救済、生活支援と

して、平成28年熊本地震復興基金交付金が12

億円、②社会・産業インフラの機能回復とい

たしまして、農地等災害復旧受託事業が28億

6,700万円など、③その他として、被災文化

財保存復旧支援事業が1,200万円などとなっ

ております。 

 次に、(2)でございますが、熊本復旧・復

興４カ年戦略への対応等といたしまして、17

億6,400万円を計上しております。 

 このうち、農村地域防災減災事業、生産総

合事業につきましては、国庫補助金の内示増

に伴う補正でございます。 

 また、新規事業といたしまして、国際クル

ーズ旅客受入機能高度化事業、9,000万円な

ども計上しているところです。 

 下の表は、一般会計及び特別会計の補正予

算の内訳です。 

 中小企業振興資金特別会計につきまして

は、所管します経済環境常任委員会で御審議

いただくことになっております。 

 資料の９ページ、下のほうをお願いいたし

ます。 

 ここでは、平成28年熊本地震に係る予算の

措置状況を説明させていただきます。 

 熊本地震関係予算は、平成28年度におきま

して5,323億円、平成29年度当初予算で1,728

億円を計上しております。 

 今回の75億円の増額補正を加えますと、関

係予算の累計は、下の円グラフの真ん中に書
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いてございますとおり、7,127億円となりま

す。 

 右側のほうに財源内訳の表を記載しており

ますが、国庫支出金が最も多い46％を占めて

いるところです。 

 続いて、資料の10ページ、11ページをお願

いいたします。 

 こちらは、６月補正予算に係る歳入予算の

内訳でございます。 

 主なものといたしまして、11ページのほう

ですが、12の繰入金、こちらは復興基金を活

用して実施する事業の財源として基金から繰

り入れるものです。 

 14の諸収入でございますが、こちらは災害

復旧受託事業に係る市町村からの受託事業収

入でございます。 

 続きまして、12ページと13ページをお願い

いたします。 

 こちらは、歳出予算の内訳になります。 

 主な事業といたしましては、12ページの

(3)物件費でございますが、他県からの応援

職員の宿舎借り上げ費などを計上しておりま

す。(4)その他でございますけれども、先ほ

ど11ページで御説明いたしましたとおり、復

興基金を財源に市町村が実施する事業の交付

金などを計上しております。 

 また、下の13ページの(2)災害復旧事業

費、大きくなっておりますが、こちらも歳入

のほうで御説明いたしました、受託事業収入

で対応いたします市町村の農地や河川などの

災害復旧に係る受託事業となります。(3)の

国直轄事業負担金、こちらにつきましては、

阿蘇大橋の災害復旧など、国に実施していた

だいております災害復旧事業に対します県の

負担金を計上しております。 

 14ページをお願いいたします。 

 こちらは、今回の補正に伴い必要となる地

方債の補正内容でございます。 

 補正予算の概要につきましては以上でござ

います。どうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○増永慎一郎委員長 引き続き、担当課長か

ら議案について説明をお願いします。 

 

○磯田政策審議監 くまモングループでござ

います。よろしくお願いします。 

 説明資料の16ページをお開きください。 

 資料上段、商業総務費、2,200万円余の増

額をお願いしております。これは、くまモン

をテーマに、公募により民間企業等から派遣

された研修員が、県との協働によってくまモ

ンの共有空間拡大に向けた検討を行うための

経費でございます。 

 具体的には、さまざまな知恵や人脈、アイ

デアなどを持つ企業や大学の方を公募して、

随時県庁に集まっていただいて、研修員同士

や県職員との意見交換を重ねて、これまでに

なかった新たなくまモンの活用策を立案し、

さらには、それを実現することでくまモンの

共有空間をより一層拡大するというものでご

ざいます。 

 くまモングループは以上でございます。御

審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 同じく、資料16ページの下段をお願いいた

します。 

 防災総務費につきまして、1,900万円余を

計上いたしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 災害時職員派遣等負担金として、平成28年

度中に他の都道府県から派遣をいただいた職

員の人件費等の一部を負担するものでござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○満原財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 説明資料の18ページ上段をお願いいたしま
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す。 

 財産管理費としまして、１億8,500万円余

の補正をお願いしております。 

 内容につきましては、右の説明欄をごらん

ください。 

 地震対応分としまして、地方自治法の規定

に基づきます他県からの派遣職員の受け入れ

に要する経費として、派遣職員の宿舎借り上

げ費をお願いしております。 

 具体的には、阿蘇地域振興局で受け入れて

おります他県からの派遣職員についての宿

舎、これが阿蘇地域の賃貸アパートの空き室

がないことから、他県からの派遣職員につき

ましては、ペンション、民宿、旅館に長期滞

在している現状がございます。この現状を解

消するために、リースによる派遣職員用の宿

舎を整備するための経費でございます。 

 説明資料の21ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加分としまして、4,600

万円余をお願いしております。これは、先ほ

ど説明いたしました阿蘇地域振興局の他県派

遣職員に対する宿舎借り上げ費に係るもので

ございまして、30戸分のリースをお願いして

おります。 

 財産経営課は以上でございます。よろしく

御審議お願いいたします。 

 

○沼川市町村課長 市町村課でございます。 

 また18ページのほうに資料お戻りいただき

まして、下段をお願いいたします。 

 自治振興費としまして12億円の増額を計上

しておりますが、右側の説明欄にありますと

おり、平成28年熊本地震復興基金交付金とし

て増額をお願いするものでございます。 

 詳細を19ページのほうに記載しておりま

す。19ページをごらんください。 

 今回、予算化して市町村交付のメニューに

加えますのは10事業になります。今回は、市

町村や仮設住宅の自治組織等から聴取した要

望事項のうち、被災者支援や急を要する財産

の復旧といった、先行的に実施すべきと判断

したものを計上しております。 

 以下、主な事業の概要を御説明します。 

 １の被災者の生活支援です。 

 １番目の生活・住まい再建支援事業、1.4

億円は、①としまして、生活再建に関する広

報等の実施と、②住まいの再建が進むよう

に、伴走型の相談窓口の設置などを支援する

ものです。 

 なお、この②の事業につきましては、市町

村交付分は熊本市のみを対象としておりまし

て、同様の事業を市町村以外に対しまして

は、その下の米印にありますとおり、県事業

で実施することとしております。 

 次の仮設住宅等コミュニティ形成支援事

業、0.4億円では、①としまして、仮設住宅

等で自治組織等の活動支援や、②被災により

まして住民が減った自治会が管理する防犯灯

の維持管理費用の支援を行います。 

 これと同様の事業が、同じページの右下、

５の地域コミュニティ施設の復旧支援の１つ

目の事業で、同様の事業の商店街版の事業も

実施することとしております。 

 左側の列にお戻りいただきまして、１つ飛

ばして、被災者見守り対策強化事業、1.5億

円は、ひとり暮らしの高齢者等の見守り対策

として、緊急通報システムの設置を支援する

ものです。 

 また、１つ飛ばして、今度はページ右上の

農地等被災農業者生活支援事業、２億円につ

きましては、作付ができない被災農業者を対

象に、①としまして、営農継続のための借

地、それから②としまして、ＪＡ等で一時的

雇用ができるように支援するものです。 

 次に、２番目の被災宅地の復旧支援と３番

目の防災・安全対策として１つの事業を計上

しております。 

 土砂災害特別警戒区域内の被災住宅再建支

援事業、３億円です。いわゆるレッドゾーン

内の被災家屋を対象に、①としまして、移転
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費用、②として、何らかの事情で現在地内で

の建てかえが必要な方に対しまして、住宅補

強を支援するものです。 

 次に、４番目、公共施設等の復旧支援で

は、小規模農業用水路・農道の早期復旧支援

事業として３億円を計上しております。 

 国庫補助対象外の小規模な被災箇所の自力

復旧を支援することとします。既に、小規模

な農地復旧につきましては、補助率２分の１

で予算化をしておりますが、こちらは共有財

産ということから、補助率を３分の２に引き

上げまして支援を行うこととしております。 

 20ページのほうをごらんください。 

 以上のように10事業を計上しまして、６月

補正分までを含めた基本事業の一覧を掲載し

ております。 

 今回、市町村分10事業計上で12億円と、県

事業分としまして１事業、0.4億円を追加す

ることで、基本事業分としまして、左上に記

載しておりますとおり、40事業を予算化する

ことになります。基金活用総額としては、右

上に記載しておりますとおり、159.6億円と

なります。 

 このような状況を踏まえた今後の取り組み

につきましては、右側中ほどにありますとお

り、まず１番目としまして、６月補正計上分

までを含めまして市町村のニーズ調査を行

い、必要な事業費総額の規模を把握した上

で、２番目としまして、さらに追加でメニュ

ー化すべき事業がないかなどを検討し、まず

は執行予定の全体像をつかみたいと思ってお

ります。 

 その上で、９月補正に向けまして、その下

に書いておりますとおり、住まいの再建のほ

か、書いておりますとおりの支援項目を中心

に、市町村への枠配分も含めて予算化をして

いきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

 長くなりましたが、説明は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○斉藤地域・文化振興局長 地域振興課でご

ざいます。 

 説明資料の23ページ上段をお願いいたしま

す。 

 計画調査費で1,000万円余の増額をお願い

しております。 

 説明欄をごらんください。 

 「歩き」を活かした地域活性化プロジェク

ト事業は、フットパスなどの歩きを生かしま

して、交流人口拡大を通じた地域の稼げる仕

組みづくりを構築する事業に要する経費でご

ざいます。 

 以上でございます。よろしく御審議のほど

お願いいたします。 

 

○手島文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 同じく、説明資料23ページの下段をお願い

いたします。 

 計画調査費で297万円の増額をお願いして

おります。 

 説明欄をごらんください。 

 県立劇場費、通常分の県立劇場施設整備費

は、演劇ホールの舞台用監視カメラの更新に

要する経費でございます。このカメラは、舞

台技術職員が公演中に舞台つり物装置を安全

に操作したり、利用者が控室で舞台進行状況

を確認するために不可欠なものであり、経年

劣化により改修が必要なことから、利用者の

安全性や利便性を損なうことがないよう、早

期に復旧を行うものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いしま

す。 

 

○内田交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 説明資料の24ページをお願いいたします。 

 計画調査費といたしまして、660万円余の

増額をお願いしております。 
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 内容につきましては、右の説明欄をごらん

ください。 

 交通整備促進費につきまして、まず通常分

として、一般社団法人熊本県バス協会に対し

ます運輸事業振興助成補助に要します経費の

所要見込み額が増加したことにより、166万

円余の増額補正をお願いいたしております。 

 次に、地震対応分といたしまして、南阿蘇

鉄道の全線復旧復興に向けた地域公共交通網

形成計画を策定します南阿蘇鉄道沿線地域公

共交通活性化協議会への負担金といたしまし

て500万円を計上しております。 

 なお、南阿蘇鉄道に関しましては、去る６

月６日に、県、沿線町村及び鉄道事業者で設

置いたします南阿蘇鉄道再生協議会として、

鉄道復旧事業に係る国庫補助率のかさ上げ、

地元自治体の負担に対する財政措置等を求め

る要望書を国に提出したところでございま

す。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○平井人事課長 人事課でございます。 

 資料、縦横が変わりまして、25ページをご

らんください。 

 条例案でございます。 

 熊本県職員等の育児休業等に関する条例の

一部を改正する条例ということでございま

す。 

 内容は26ページをお願いいたします。 

 まず、条例改正の趣旨でございますけれど

も、人事院規則の19-0、これは国家公務員の

職員の育児休業等に関する規則でございます

が、この改正に準じまして県の関係規定を整

備するものでございます。 

 ２の主な改正内容でございます。 

 同一の子における育児休業の再度の請求あ

るいは再度の延長並びに育児短時間勤務の再

度請求ができる場合には、特別な事情という

ことで認めているものがございます。 

 今回、そこの括弧書きの中、保育所等に保

育の利用を希望し、入所申し込みを行ってい

るが、当面その入所決定が行われないことを

その要件に加えるものでございます。 

 ３、施行期日は、公布の日からとさせてい

ただいております。 

 以上でございます。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 27ページから29ページでございますが、手

数料条例の一部を改正する条例でございま

す。 

 説明は29ページの概要のほうでさせていた

だきます。 

 まず、１の条例改正の趣旨でございます

が、ものづくり分野において若者を確保する

ため、機械加工、建築大工などの技能検定実

技試験手数料を県が減額した場合には、国が

補助するという制度が創設されました。これ

を踏まえまして規定を整備するものでござい

ます。 

 次に、２の主な改正内容をごらんくださ

い。 

 技能検定の２級または３級の実技試験を受

検する35歳未満の者の受検手数料を、資料記

載の区分ごとにそれぞれ9,000円減額するも

のでございます。 

 なお、減額いたしました9,000円につきま

しては、国が全額補助するため、県の歳入へ

の影響はございません。 

 最後に、３の施行期日でございますが、受

検申請手続が10月２日から始まりますため、

その前日の平成29年10月１日からとしており

ます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 資料30ページ、議案第６号、熊本県情報公
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開条例及び熊本県行政文書等の管理に関する

条例の一部を改正する条例の制定について説

明いたします。 

 内容は32ページの条例案の概要で説明させ

ていただきます。 

 まず、条例改正の趣旨でございますけれど

も、熊本県住宅供給公社が、２月県議会にお

ける解散の議決、その後の国土交通大臣の認

可を受け、平成29年３月31日に解散したこと

に伴い、関係する条例の規定を整理するもの

でございます。 

 主な改正内容といたしましては、それぞれ

の条例の適用対象となる実施機関等から、熊

本県住宅供給公社を削除するものでございま

す。 

 住宅供給公社は、現在、清算の目的の範囲

で存続し、清算結了に向けた手続を進めてお

られますが、その間は引き続き文書を管理

し、清算結了した際に知事に引き継ぐことと

し、知事が引き継いだ文書につきましては、

もともと知事が作成し、または取得した文書

と同様に取り扱う旨の経過措置を設けており

ます。 

 施行期日につきましては、既に公社は解散

しておりますことから、公布の日としており

ます。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 資料の33ページをお願いいたします。 

 第７号議案、熊本県税条例の一部を改正す

る条例の制定についてでございます。 

 資料の40ページ、条例案の概要で御説明い

たします。 

 １の条例改正の趣旨は、地方税法等の一部

改正に伴う改正でございます。 

 ２の主な改正内容ですが、まず(1)の総則

では、電子システムで申告等を行う税目につ

いて、災害その他やむを得ない事由により申

告等ができないものが多数に上った場合に、

その対象者の範囲及び期日を指定して申告等

の期限を延長することができる規定を追加す

るものでございます。 

 これは、国税通則法施行令において、同様

の措置を行うことができる規定が追加された

ことに伴う改正です。 

 次に、(2)の個人県民税は、今年４月から

政令市に権限移譲されました県費負担教職員

の給与負担事務に係る財源とするため、政令

市在住者に係る個人住民税の所得割の税率２

％相当分を、県から政令市に税源移譲する地

方税法の改正に伴い改正するものです。 

 次に、(3)の不動産取得税ですが、高さ60

メートルを超える居住用超高層建築物、いわ

ゆるタワーマンションでございますけれど

も、これに係る不動産取得税の課税につきま

して、各階ごとの取引価格の動向を反映し、

高い階は税負担を強化し、低い階は税負担を

緩和する補正を行うこととされたことに伴う

改正です。 

 １つ飛びまして(5)の自動車取得税は、新

車、中古車とも、エコカー減税の対象となる

車両の範囲を絞り込んだ上で、特例措置を１

年間延長するものでございます。 

 施行期日は、資料記載のとおりでございま

す。 

 続きまして、資料41ページ、第８号議案、

熊本県税災害減免条例の一部を改正する条例

の制定についてでございます。 

 あけていただきまして、42ページの概要を

お願いいたします。 

 １の条例改正の趣旨は、地方税法の改正に

伴うものでございます。 

 ２の主な改正内容ですけれども、地方税法

で規定されている道府県民税に関する用語に

ついて、控除対象配偶者が同一生計配偶者に

名称変更されたこと等に伴い、それを引用す

る条例の関係規定を改正するものでございま

す。 

 施行期日は、平成31年１月１日でございま
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す。 

 続きまして、43ページ、第９号議案、熊本

県税特別措置条例の一部を改正する条例の制

定についてでございます。 

 あけていただきまして、右の45ページの概

要で御説明いたします。 

 この条例は、誘致企業への県税の優遇措置

を規定しておりますが、１の条例改正の趣旨

に記載しておりますとおり、過疎地域自立促

進特別措置法など、条例に引用しております

特別法及び関連する省令の一部改正を踏ま

え、関係規定を整備するものでございます。 

 ２の主な改正内容ですが、(1)(2)は過疎

法、(3)は半島振興法、(4)は離島振興法につ

きまして、県税の課税免除または不均一課税

の対象となる施設設備の取得期限を、平成31

年３月31日まで２年間延長するなど、また、

(5)が、企業立地促進法に関し、県税の課税

免除の対象となる計画の同意期限を、30年３

月31日まで１年間延長する改正を行うもので

ございます。(6)は、この条例において、土

地の取得等に係ります不動産取得税の税率

0.4％を0.3％にする特例措置の適用期限を、

30年３月31日まで１年間延長するものでござ

います。 

 ３の施行期日は、公布の日でございます。 

 次に、あけていただき、46ページをお願い

いたします。 

 第19号議案、熊本県税条例等の改正に係り

ます専決処分の報告及び承認についてでござ

います。 

 尐し飛びまして、66ページをお願いいたし

ます。 

 １の条例改正の趣旨ですが、こちらも地方

税法の一部改正に伴うものですが、改正項目

のうち、本年４月１日施行の部分につきまし

て、法と条例の内容にそごが生じ、県民生活

に支障を来すことがないよう、３月31日に専

決処分により条例を改正し、４月１日に施行

したものでございます。 

 ２の主な改正内容としましては、66ページ

から67ページにかけて記載しておりますとお

り、主に課税の特例措置の適用期限を延長す

る等、国の法律改正に伴う改正でございま

す。 

 ３、施行期日は、(1)は、29年４月１日、

(2)は、公布の日でございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 資料、１ページおめくりいただきまして、

68ページをお願いいたします。 

 平成28年度の繰越明許費の御報告でござい

ます。 

 上段の九州広域防災拠点強化整備事業費で

すが、これは、総合防災航空センターの建設

工事について、13カ月の工期を確保するため

繰り越しを行ったものでございます。 

 次に、下段の熊本地震追悼・復興祈念事業

費ですが、これは、ことしの４月に開催いた

しました追悼式やシンポジウムに関する事業

で、３月から準備する必要があったため繰り

越しを行ったものでございます。よろしくお

願いいたします。 

 

○村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 資料69ページをお願いいたします。 

 同じく、繰越明許費の報告でございます。 

 最上段の表をごらんください。 

 これは、熊本県立大学が熊本地震により受

けた施設災害の復旧を行うに当たり、必要な

費用を県から支援するものでございます。 

 県立大学におきましては、食堂があります

学生会館やサブアリーナの天井復旧工事な

ど、昨年11月または12月に入札の公告を行い

ましたが、応札がありませんでした。そのた

め、随意契約に切りかえて施工業者を探した
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り、あるいは工期等の条件を緩和して入札し

た結果、契約が３月末または４月となり、繰

り越したものでございます。 

 なお、これらの災害復旧工事につきまして

は、既に着工しておりまして、９月末までに

は完了する予定でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○坂本総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。 

 同じく、69ページ中段をお願いいたしま

す。 

 職員住宅管理等事業費につきまして、黒髪

の職員住宅跡地のフェンス修繕工事を土木部

に依頼して施工しておりましたが、熊本地震

の影響により年度内の事業完了が困難な状況

となったため、199万円余を繰り越したもの

でございます。 

 なお、この工事は、４月25日に竣工済みで

ございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○満原財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 同じく、69ページの下段をお願いいたしま

す。 

 まず、財産管理費のうち、512万円余につ

いてでございますが、これは、新公有財産管

理システムの開発経費でございまして、昨年

度中に開発することといたしておりました

が、熊本地震の影響を受けまして、システム

開発のうちデータ移行を延ばさざるを得ない

状況になり、繰り越したものでございます。

本年８月には稼働する予定でございます。 

 次に、財産利活用推進事業費、4,600万円

余の繰り越しでございます。これは、県北広

域本部菊池庁舎の書庫を整備する事業でござ

いまして、庁舎敷地内の建築予定地に埋蔵文

化財が確認されましたことから、昨年度中の

事業完了が困難となり、本年度に繰り越した

ものでございます。本年11月中には完成する

予定でございます。 

 最後に、県庁舎等施設災害復旧費でござい

ます。これは、昨年度の熊本地震により被災

した庁舎等の復旧経費でございますが、調

査、設計に想定以上の時間がかかり、年度内

の事業完了が困難となったことから、５億

1,700万円を繰り越したものでございます。

本年度中に完了する予定でございます。 

 財産経営課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 ページをめくっていただきまして、70ペー

ジ、その上段をお願いいたします。 

 まず、私立学校施設耐震化促進事業費です

が、熊本地震で被災したことにより、地震に

よる復旧工事を踏まえた検討が必要となり、

設計完了までに不測の日数を要したため、予

算額のうち１億700万円余を繰り越したもの

です。 

 次に、私立学校施設災害復旧費ですが、熊

本地震の影響により施工業者における人員確

保及び資材調達が困難となり、工事施工に不

測の日数を要したため、予算額のうち11億

1,900万円余を繰り越したものです。 

 いずれの繰り越し工事につきましても、引

き続き熊本地震の影響が懸念されるため、進

捗状況を注視し、年度内に完了するよう指導

してまいります。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○門﨑消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 同じく、70ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の御報告につきまして、中段以

下、３件でございます。 

 まず、防災消防ヘリコプター管理運営費に
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つきまして、新機体の納入の時期を平成30年

２月と予定しておりまして、年度内に事業完

了できなかったことから繰り越したものでご

ざいます。 

 次に、消防学校教育訓練機能強化事業費に

つきまして、フェンス改修に伴う設計変更に

必要な基礎資料の収集に時間を要したもので

ございまして、本年３月に事業着手してお

り、９月末には完了の見込みでございます。 

 最後に、消防学校施設災害復旧費につきま

して、被災状況確認のための調査等に時間を

要したものでございまして、現在、屋内訓練

場及び救急棟の解体並びに武道場の改修に係

る設計委託の入札公告中でございます。 

御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 資料71ページをお願いいたします。 

 自動車税事務所施設の災害復旧費ですが、

これまで２回入札を実施しましたが、２回と

も不調に終わり、施工業者の選定に至らず、

年度内の工事完了が困難になったものでござ

います。来月、再度入札を行い、早期の完了

を目指して取り組んでまいります。 

 税務課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○斉藤地域・文化振興局長 地域振興課でご

ざいます。 

 説明資料72ページの上段をお願いいたしま

す。 

 「環境首都」水俣・芦北地域創造事業費で

ございますが、環境省の補助事業を活用しま

して水俣市が行います生態系に配慮した渚造

成整備事業等において、関係機関との協議等

に不測の日数を要したことから、年度内の事

業完了が困難な状況となったものでございま

す。そのために2,000万円余を繰り越したも

のでございます。ことし９月末までには完了

する予定でございます。 

 以上、よろしくお願い申し上げます。 

 

○手島文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 同じく、説明資料72ページの中段をお願い

いたします。 

 まず、県立劇場施設災害復旧費のうち、５

億5,400万円余を繰り越しております。 

 これは、地震によって被害を受けた外壁の

復旧工法の検討に時間を要したことや、同じ

く地震によって被災いたしました熊本市民会

館との同時閉館を避けるため、開館しながら

の工事を実施することなどから、長期の工事

期間を要することにより、年度内の工事完了

が困難となったため繰り越しを行ったもので

ございます。既に工事を発注し、来年３月中

旪には完了の予定でございます。 

 次に、博物館ネットワークセンター施設災

害復旧費のうち、1,500万円余を繰り越して

おります。 

 これは、昨年６月に発生いたしました集中

豪雤で被災いたしました施設の復旧工事の入

札不調により、施工業者の選定が３月となっ

たことから、年度内の工事完了が困難になっ

たため繰り越しを行ったものでございます。

せんだって６月16日に工事は完了したところ

でございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 説明資料72ページの下段をお願いいたしま

す。 

 五木村振興道路整備事業費でございます

が、村からの要請を受けまして、村道神屋敷

線の整備を県が受託して行うものですけれど

も、関係機関との協議に不測の日数を要し、

設計がおくれたため、4,100万円余を繰り越

したものです。昨年度末に工事を発注し、９
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月末完了の予定でございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○内田交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 説明資料の73ページの上段をお願いいたし

ます。 

 鉄道軌道輸送対策事業費790万円余の繰り

越しにつきましては、くまがわ川鉄道が実施

いたします枕木交換や踏切保安施設整備等、

鉄道基盤施設の整備に対する助成でございま

す。 

 これは、昨年度の国の経済対策に係る事業

でございまして、国から本事業者への交付決

定が平成29年１月末に行われたため、翌年度

に繰り越しを行ったものでございます。 

 なお、当該工事は既に着工されておりまし

て、７月中には本対象事業が完了する予定で

ございます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○島田情報企画課長 情報企画課でございま

す。 

 同じく、73ページの下段をお願いいたしま

す。 

 情報通信格差是正事業費につきましては、

市町村が実施する携帯電話の基地局整備に対

する補助でございます。 

 五木村が実施する分につきまして、積雪に

よる施工中断、それから資材調達に不測の日

数を要し、年度内の工事完了が困難となった

ため、5,600万円余を繰り越したものでござ

います。なお、年内の完了を予定しておりま

す。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○中島議会事務局次長 議会事務局でござい

ます。 

 資料の74ページをお願いいたします。 

 まず、上段の議会史編さん事業費でござい

ます。 

 これは、平成25年度から28年度までの４カ

年計画で、熊本県議会史第８巻を完成させる

こととしておりましたが、熊本地震により執

筆者が被災されたことなどにより原稿完成に

不測の日数を要したため、650万円余を翌年

度へ繰り越したものでございます。今月末納

品予定となっております。 

 次に、下段の議会棟維持修繕費でございま

す。 

 これは、平成28年度から29年度までの２カ

年計画で議会棟外部改修工事を実施しており

ますが、熊本地震の影響により発注準備等に

不測の日数を要したため、6,539万円余を翌

年度へ繰り越したものでございます。10月初

めには竣工する予定となっております。 

 以上でございます。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 次の75ページをお願いいたします。 

 平成28年度一般会計事故繰越の繰越計算書

でございます。 

 私立学校施設耐震化促進事業費ですが、熊

本地震の影響により施工業者における人員確

保及び資材調達が困難となり、工事施工に不

測の日数を要したため、やむを得ず昨年度繰

り越した１億9,400万円余のうち１億6,900万

円余を再度繰り越したものでございます。 

 この事故繰越となったものは、高校の耐震

改築３校の３棟ですが、現時点ではいずれの

工事も既に完了しております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 76ページをお願いいたします。 

 報告第10号、交通事故に係る専決処分の御
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報告でございます。 

 次の77ページの概要で御説明いたします。 

 ５の事故の状況に記載のとおり、県北広域

本部の税務課の職員が、不動産取得税の賦課

に係る家屋調査のため出張した際に、山鹿市

内におきまして、小型貨物との離合中に接触

した事案でございます。 

 双方動いていたため、過失割合は50対50と

なり、４の表の右側記載のとおり、1,372円

を賠償しております。 

 賠償は、県が加入しております損害賠償保

険で対応しております。 

 報告は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○増永慎一郎委員長 以上で執行部の説明が

終了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑はございませんか。 

 

○池田和貴委員 18ページ、財産管理費でち

ょっとお尋ねをしたいんですが、済みませ

ん、ここは、他県からの派遣職員の受け入

れ、阿蘇地域では今借り上げをしているんだ

けど、この借り上げをやめて新しい建物を建

てるという話ですかね。そういうふうに理解

してよかったですか。 

 

○満原財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 今現在35名、他県から、派遣職員がおりま

す。うち33名が、ペンションとか旅館、民宿

等におられます。長期滞在いたしますと、こ

の間、例えば仕事の帰りに自由にお風呂に入

れないとか、そういった日常生活に非常に支

障を来すものですから、そのかわりにちょっ

と宿舎を建てて、それを貸し出すという形に

したいと思っております。 

 

○池田和貴委員 要は、これは県の財産とし

て建物を建てるということになるわけです

ね。 

 

○満原財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 県の財産として建築としますと、設計とか

に時間かかりまして、非常に準備に手間取っ

てしまいます。それで、できるだけ早く準備

するということと、それから、次年度以降、

復興の事業の進捗状況によりましては、他県

からの職員の人数が減ることもあります。そ

ういったことも兼ね合わせますと、リースで

行ったほうが非常に経済的だということを考

えまして、リースによる宿舎準備ということ

にしております。 

 

○池田和貴委員 わかりました。それだった

ら結構です。済みません、ありがとうござい

ました。 

 

○増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

 

○中村亮彦委員 済みません、19ページなん

ですが、復興基金の４番なんですけれども、

この公共施設等の復旧支援ということで、被

災した農業用水路、それから、農道、農地、

小規模な箇所の農家等のということで書いて

ありますけれども、これは地域の土地改良区

が持っている、何といいますか、農道の下に

畑に送水するための送水管が埋設されておる

んですけれども、これは土地改良区の財産な

んですが、これも対象になるということで間

違いないですか。 

 

○沼川市町村課長 市町村課でございます。 

 今委員から御質問ありました土地改良区に

つきましても、対象とすることとしておりま

す。もともと土地改良区からも要望が来まし

て、今回、この分を予算化しているものでご

ざいます。 
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○中村亮彦委員 これは40万以下の小規模な

箇所ということで、非常にこれはありがたい

と思うんですね。 

 送水管となりますと、送水管が外れたりと

か破損したりとか、地震によってですね、と

いうのがあるんですけれども、これは１カ所

で壊れているのを直すぐらいでは40万超えな

いんですよね。だったら、その地域のをまと

めてこれを修理しようと思ったときに、距離

が離れとったら、これはまただめだというこ

とで40万以下になりますので、結局満たない

んですね、金額が。 

 40万以下にも支援していただくということ

で、非常にありがたいんですけれども、農地

水の事業にかかわっているそういう地域にお

いては、まあ恐らく囲んであると思うんです

けれども、これは対象にならないというふう

に聞いたんですけれども、これは間違いない

ですか。 

 

○沼川市町村課長 市町村課です。 

 ちょっとどこまでが細かくなるのか、なら

ないのかまでは、私どものほうでも個別案件

はちょっと把握しておりませんので、もし具

体的にどこかの案件を委員のほうで把握され

ているのであれば、ちょっとお聞かせいただ

ければと思います。 

 基本は、国庫補助の対象になるところが40

万以上ということだったので、これを除外し

て、それ以外の小規模なものは復旧に支援が

全く手が入らないということだったので、こ

ちらを全部救おうという考えで、今回、これ

を予算メニューに加えているところでござい

ます。 

 

○中村亮彦委員 大体、農道の下に埋設管が

入っているところというのは、結構広大な農

地なんですね。大体そういう大きな、広大な

農地に関しては、農地水の事業にほとんど大

体かかわっているんですよ。それが対象外と

いうのだったら、あんまり40万以下、まあ農

家には対象になると思うんですけれども、土

地改良区に関してはほとんど対象にならない

んじゃないかと私は思うんですけれども、

――いかがかなと思うんですが。 

 

○沼川市町村課長 なかなか、個別事例のど

れがなる、ならないのところまで私どものほ

うではちょっと、今この時点でちょっと

……。 

 

○中村亮彦委員 じゃあ、わかりました。別

の機会にまた個別でお話をお聞かせいただき

たいと思います。 

 

○増永慎一郎委員長 それでいいですか。 

 

○中村亮彦委員 はい。 

 

○増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

 

○河津修司委員 23ページの上段の部分で、

企画推進費、「歩き」を活かした地域活性化

プロジェクト、これをもうちょっと詳しく、

県がどういったかかわりを持つのかをお聞か

せ願いたいと思います。 

 

○斉藤地域・文化振興局長 まず、フットパ

ス等というのが、歩くということなんですけ

れども、非常に今健康志向がございまして、

走るとか歩くとか、そういうようなもので健

康づくりをしようということと、あわせて地

域づくりを進めようというふうな動きが実は

県内でもあっております。 

 具体的には、市町村数としては、17市町村

の中で、71のフットパスのコースがありま

す。そういうものを県としても支援していこ

うということで、実はこれは県からの委託事

業になるですけれども、３カ年計画で、今現
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在、各団体のほうがフットパスを生かした歩

きを活用していろんな地域づくりをやってい

るんですけれども、そこがなかなか、環境整

備はされているんですが、活性化のところま

で行ってないということで、観光業者とか旅

行業者とか、あるいは健康関係の医療業者と

か、そういうふうな方たちとタイアップをさ

せまして、ネットワークをつくって、何とか

稼げるような、そういうふうな仕組みをつく

ろうということで、県が一応音頭を取ってや

ろうということで、今回始めた事業でござい

ます。 

 

○河津修司委員 というと、そういった協議

会をつくって、そういった各地域、町村がや

っているこのフットパスとかいう、そういう

事業について知らせていこうとかいう話です

か。直接コースを整備するわけじゃないんで

すよね。 

 

○斉藤地域・文化振興局長 具体的な内容

は、まず、県内のいろんな地域に団体がござ

います。実際やっている団体が23団体ほどあ

るんですけれども、そのような団体が実は個

別的に活動をしていまして、県としては、そ

ういうような団体をまずデータ化をしようと

いうようなことと、そこで基本構想をつくっ

ていって、先ほど申しました稼げる仕組みづ

くりをつくっていこうと。 

 具体的に申しますと、案内ガイドとかコー

ディネーターとか、そういうものを一応養成

していまして、あわせてガイドブックを作成

してＰＲしていくということで、フットパス

を生かした組織をつくるということと、そこ

が稼働できるように具体的なコーディネータ

ー等を養成していくということで、今考えて

いるところでございます。 

 

○河津修司委員 大変いいと思いますから、

効果が上がるようにやっていただきたいと思

っております。 

 それから、29ページの手数料条例の一部を

改正する条例で、この9,000円を減額すると

いう、これは減額した分は国からまた補塡が

あるということであれば、その9,000円っ

て、この額の決定はどういう、基準か何かあ

って減額するわけなんですか。 

 

○竹内財政課長 財政課でございます。 

 今回、若者が、特に機械加工とか建築大工

さんとかいう、いわゆる技能こちらのほう

に、ものづくりの分野を非常に応援していこ

うということで、その受検手数料自体を落と

すことでたくさん受検しやすくして、そうい

った人材を確保していこうというものでござ

います。 

 国庫補助制度として、若者がこういった技

能士になっていただくような道筋をつけると

いうことで、この9,000円という額を算定し

ているところでございまして、そこは全国一

律同じような考え方で、これだけ下げればと

いうことで入ってきているんだと思います

が、済みません、詳細、どうして9,000円に

なっているかというところまでは――国の通

知等に基づいて商工サイドで検討していいた

だいているということになりますので。 

 

○河津修司委員 国のほうからまた減額した

分が入ってくるのであれば、もうちょっと下

げてもいいのかなという思いがあるんですけ

れども、何で9,000円なのかなというのが

……。 

 

○竹内財政課長 9,000円というのが補助の

額という形になっているものですから、そこ

を精いっぱい減額しているという形になって

おります。 

 

○河津修司委員 わかりました。 
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○増永慎一郎委員長 ほかにございません

か。――ないですか。 

(｢はい」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎委員長 なければ、これで付託

議案に対する質疑を終了いたします。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第４号から第９号まで

及び第19号について、一括して採決したいと

思いますが、御異議ありませんか。 

   (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎委員長 御異議なしと認め、一

括して採決いたします。 

 議案第１号外７件について、原案のとおり

可決または承認することに御異議ありません

か。 

   (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎委員長 異議なしと認めます。

よって、議案第１号外７件は、原案のとおり

可決または承認することに決定いたしまし

た。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

   (｢はい」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎委員長 それでは、そのように

取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が６件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から順次報告をお願い

します。 

 

○府高政策調整監 知事公室です。 

 お手元の資料、創造的復興に向けました重

点10項目というカラーＡ３判２枚の資料につ

いて御報告をさせていただきます。 

 この重点10項目の項目、それから、一番右

側の平成31年度末の到達イメージにつきまし

ては、４月の総務常任委員会で御報告をいた

したとおりでございます。 

 今回、平成31年度末の到達イメージに至り

ます各項目の現時点での工程を、一覧表とし

て各部局と整理をいたしました。 

 この表の見方につきましては、この表の一

番下にも記載をいたしております。背景が薄

紫色に着色しているところが、現在までの取

り組みでございます。それから、青色で着色

をいたしました四角の枠囲みが既に達成、完

了したもの、そして、黄色の四角の枠囲みが

復旧、復興の進捗のメルクマール、指標とな

るものでございます。 

 今回、工程の構成の事柄、要素につきまし

ては、本日、改めて新規事項として御報告す

るということはございません。ただ、蒲島県

政３期目におけます熊本地震からの復旧、復

興の進捗状況につきまして、全体を俯瞰する

形でお示しするという目的で、今回、この一

覧表を御報告させていただくものです。 

 この重点10項目の進捗一覧につきまして

は、大きく次の２点の意味を込めて、きょう

お示しをしております。 

 まず１つ目ですけれども、復旧、復興の進

捗の見える化ということです。 

 各項目の現時点での進捗状況というのを、

一覧として全体を俯瞰できるような形で整理

するということで、県議会の先生方はもとよ

り、広く県民の皆様と情報の共有を図ってい

きたいと思っております。 

 この内容につきましては、あくまで現時点

ということで整理をいたしております。今

後、取り組みが進展する中で、節目ごとに情

報をアップデートいたしまして、また先生方

に御報告した上で、広く情報の共有を図って

いきたいと思っております。 

 それから、２つ目です。これは熊本地震か

らの復旧、復興の全体の加速化ということで
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ございます。 

 この重点10項目は、復旧、復興のさまざま

な取り組みの中から、ある程度網羅的に項目

をセレクトしたという形をしております。こ

れらの進捗状況を整理しまして、このような

形で見える化することで情報の共有を図っ

て、熊本地震からの復旧、復興全体の加速化

を今後図っていきたいと思っております。 

 なお、総務常任委員会では、今回、このよ

うな形で復旧、復興の進捗を把握していただ

きたいということで御報告をいたしておりま

す。きょう開かれております各委員会におき

ましても、関係するそれぞれの所管の項目に

つきまして、その進捗状況等の報告をいたし

ております。 

 引き続き、これらの10項目を初め、復旧、

復興全体を着実かつスピード感を持って進め

ていきたいと思っておりますので、引き続き

先生方の御指導をよろしくお願いいたしま

す。 

 以上です。 

 

○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 私のほうからは、熊本県国土強靭化地域計

画(素案)の策定について御報告をさせていた

だきます。 

 この計画は、国土強靭化基本法に基づきま

して、今後起こり得る大規模自然災害に備え

るため策定するものでございます。 

 熊本地震等の過去の災害を踏まえまして、

ハード施策だけでなく、ソフト施策も含めた

総合的な防災体制を整備し、災害に強く、安

全、安心に生活できる熊本を目指してまいり

ます。また、九州を支える広域防災拠点とし

て、県境を越える広域的な災害対応体制も整

備をしていきたいと考えております。 

 なお、この計画に基づく取り組みに対しま

しては、国の補助金等による支援が行われる

こととなってございます。 

 ２の基本目標にお移りください。 

 今回の計画策定に当たりましては、次の６

つの基本的な目標を掲げて策定をしておりま

す。 

 まず、県民の生命を守ること、そして、県

及び社会の重要な機能が致命的な障害を受け

ず維持されること、３番目に、県民の財産及

び公共施設に関する被害を最小化すること、

４つ目に、被災された方々の痛みを最小化す

ること、５つ目に、被災した場合も、迅速な

復旧、復興を可能にすること、そして最後

に、九州を支える防災拠点として機能するこ

とという目標でございます。 

 この１、２、３、５につきましては、国の

計画のほうでも基本目標として掲げられてい

るものでございますが、４と６については、

本県独自の目標として設定をしているもので

ございます。 

 ３のスケジュールについては一旦飛ばさせ

ていただきまして、４の主な内容ということ

でございますが、１の１つ目、住宅・宅地の

耐震化、それから２の１つ目、九州の縦軸・

横軸のリダンダンシーの確保、そして３の１

つ目、庁舎や広域防災拠点となる施設の非構

造部材も含めた耐震性の強化といったような

ハード施策に加えまして、２の４つ目、今回

熊本地震で課題となりました車中泊など、指

定避難所以外に避難をされている方の実態把

握ですとか、そういった方々への情報、物資

の提供体制の確保など、ソフトの施策も盛り

込んだ総合的な計画としております。 

 ３のスケジュールにお戻りいただきまし

て、本日、常任委員会でこの素案を報告させ

ていただいた後、今後パブリックコメントに

付しまして、再度９月の常任委員会で計画案

をお示ししたいと考えております。そして、

10月までの策定を目指していきたいと考えて

おります。 

 以上です。よろしくお願いします。 
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○村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 私のほうからは、今年度策定を予定してお

ります熊本県立大学の第３期中期目標の策定

状況について御報告させていただきます。 

 資料は、公立大学法人熊本県立大学第３期

中期目標の策定についてというのがあるかと

思います。こちらをごらんください。 

 第３期中期目標の策定についてというタイ

トルのＡ４判の紙１枚、それから、２枚目

に、中期目標の体系を示したＡ３のカラー刷

りが１枚、その後に、参考といたしまして、

中期目標の現在の素案を添付させていただい

ております。 

 それでは、１枚目の資料を中心に説明をさ

せていただきます。 

 １番の趣旨でございますけれども、知事

は、地方独立行政法人法に基づきまして、公

立大学法人熊本県立大学の設立団体の長とし

て、法人である県立大学が６年間に達成すべ

き業務運営に関する目標、いわゆる中期目標

を定めることとなっております。 

 今年度は、現在の第２期中期目標期間の最

終年度に当たりますことから、次期中期目標

を定める必要がございます。 

 ２番の策定手続でございます。 

 図でお示ししておりますとおり、知事は、

大学あるいは公立大学法人評価委員会の意見

を聞きまして、中期目標案を作成し、県議会

の議決をいただくこととされております。 

 議会の議決をいただいた後は、知事から、

大学に対し中期目標を指示し、大学は、この

目標を達成するための取り組みをまとめた中

期計画を策定することとなります。 

 次、３番でございます。 

 次期中期目標案の現在の第２期の中期目標

からの主な変更点をまとめております。 

 次期中期目標は、現在の第２期中期目標を

基本としつつ、主に次の３点を盛り込みたい

というふうに考えております。 

 １つ目は、昨年の熊本地震の経験を踏まえ

まして、創造的復興及び防災、減災に関する

教育研究、それから、大学自身の防災対策の

強化、事業継続計画の策定でございます。 

 県立大学では、昨年度、地震当初から、既

に３学部がそれぞれの専門分野を生かしまし

て、震災対応や震災復興に関した研究を進め

られております。数々の論文も示されており

ますが、こうした取り組みを今後とも続けて

いただきたいと考えているところでございま

す。 

 また、県立大学自身の防災対策や事業継続

計画の策定についても、取り組んでいただく

必要があると考えております。 

 ２つ目は、大学のグローバル化の推進を図

るために、外国人留学生の増加及び英語を初

めとする外国語能力の向上を図るということ

でございます。 

 これは、県が、復旧・復興４カ年戦略で、

施策の１つとして世界とつながる国際人材の

育成、活動支援を掲げ、留学生の増加につい

ても取り組んでいくこととしております。こ

うした点を踏まえ、大学においてもグローバ

ル化を進めていただきたいというふうに考え

ているところでございます。 

 ３つ目は、県民の要望を踏まえてとしてお

りますけれども、これは、昨年秋に県内の企

業、団体を対象に行ったアンケート調査で要

望が多かった、地域企業と連携した学生の県

内就職の促進というのを掲げております。 

 具体的には、県内企業と学生とのマッチン

グあるいはインターンシップ等を推進してい

ただきたいというふうに考えているところで

ございます。 

 裏面をお願いいたします。 

 中期目標の中で、重点目標というのを３つ

掲げております。それを御説明させていただ

きます。 

 １の教育の質の向上は、第２期中期目標か

ら継続しているものでございます。 
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 これまでも県立大学では、教育の質の向上

に力を入れてきておりますけれども、それを

継続いただきたいと考えております。その中

でも、第３期では、特に学生の学修時間の把

握や大学での学修成果の可視化等に取り組

み、学生の視点に立った教育の実現を図るこ

とを求めております。 

 ２の熊本地震からの復興支援を含めた地域

に貢献する教育研究の推進は、第２期中期目

標で重点目標として掲げております地域貢献

活動に、先ほど変更点として申し上げました

創造的復興及び防災、減災に関する教育研究

を追加し、また、県民への学習機会の提供等

を盛り込み、地域に貢献する教育研究活動の

さらなる充実を求めております。 

 ３のグローバル化の推進は、先ほど主な変

更点でも申しましたことで、新たに重点目標

とした項目でございます。 

 国際的な知見の習得や異文化への理解を深

め、グローバル化する社会において必要な素

養を幅広く涵養するため、外国人留学生の増

加や外国語能力の向上のほか、学生の国際交

流の活発化やグローバル化に対応した教育研

究環境の整備を推進していただきたいと考え

ているところでございます。 

 ５番の今後のスケジュールでございますけ

れども、本日の御報告の後、７月から８月の

間でパブリックコメントを実施し、12月議会

に中期目標案を付議させていただきたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 次に、２枚目のＡ３のカラー刷りの中期目

標の体系図について、簡単に御説明をさせて

いただきます。 

 中期目標は、一番上の緑の部分に記載して

おります、地域社会を担う人材育成の拠点と

しての大学、地域社会の発展に貢献する知的

創造拠点としての大学、地域社会における学

習・交流の拠点としての大学を、法人化以来

の県立大学の基本目標としております。 

 それに、先ほど御説明しました第３期にお

ける重点目標は、その下の赤色の部分に記載

しております。 

 あと、青色で示しておりますローマ数字の

ⅠからⅤが大項目でございます。大学の教育

研究の質の向上から、その他業務運営までが

大項目でございまして、それぞれのところに

記載している項目が具体的な目標でございま

す。太字で下線を引いている部分が、先ほど

御説明した第２期中期目標からの主な変更点

でございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 川辺川ダム問題についてという資料をお願

いいたします。 

 ２点ございます。 

 １点目の報告は、球磨川治水対策協議会に

ついてでございます。 

 球磨川の治水に関しては、戦後最大の被害

をもたらした洪水と同規模の洪水を安全に流

下させることを目的とした治水対策を網羅的

に検討して、国土交通省、熊本県及び流域市

町村の間で共通の認識を得ることを目的とい

たしまして、平成27年に協議会を設置し、協

議を続けているところでございます。 

 その現状を、３月に開催いたしました第７

回協議会と第２回整備局長・知事・市町村長

会議の概要にて御報告をいたします。 

 会議では、これまでの協議会における検討

状況の整理と、検討する場で積み上げてきた

対策の実際の事業進捗の状況について協議を

行いました。また、これまで検討してきた引

き堤や河道掘削等９つの治水対策案をそれぞ

れ単独で実施しても、戦後最大の洪水に対応

できないこと、また、９対策のうち、治水効

果が極めて低い対策を除いた８つの対策の組

み合わせ案の考え方について、認識を共有い

たしました。 
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 市町村からは、各対策案への御意見を初

め、そちらに記載しておりますようなさまざ

まな御意見が出され、今後、これらも踏まえ

まして、組み合わせ案の検討を行っていくこ

ととしております。 

 今後の進め方ですが、まずは複数の治水対

策案の組み合わせ案の概要整理と課題の整理

を進めた上で、総合的な評価を行っていくこ

ととしております。 

 なお、参考といたしまして、９つの治水対

策案の概要と検討の進め方を別紙でつけさせ

ていただいております。 

 裏面をお開きください。 

 ２点目の報告は、五木村の振興についてで

ございます。 

 五木村の振興につきましては、平成20年に

議員提案により制定されました五木村振興推

進条例に基づき、村と県が共同で働く場づく

り等３本の柱によります振興策を取りまと

め、村とともに推進しているところでござい

ます。 

 28年度の成果といたしましては、五木村の

元気を発信するアウトドアイベントの開催に

よる観光振興、若手事業者を中心とした「稼

ぐ」むらづくりの推進協議会の設置や新規の

商品開発、五木産材のブランド化の推進、

Ｕ・Ｉターンの促進事業に取り組んできてお

ります。 

 29年度は、４月にオープンいたしました歴

史文化交流館を活用した観光交流の促進、観

光資源の磨き上げや商品のブラッシュアップ

等、「稼ぐ」むらづくりの推進、「くまもと型

復興住宅」の取り組みを契機といたしました

五木産材のブランド化の加速化を進めてまい

ります。 

 また、基盤整備事業につきましても、県の

50億円の財政支援に基づきまして、キャンプ

場の整備や道路ネットワークの整備、また、

移住者向け住居整備等を進めてまいります。 

 報告は以上でございます。 

 

○内田交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 交通政策課からは、２件御報告をいたしま

す。 

 １件が、阿蘇くまもと空港の創造的復興に

ついてというＡ４のカラー刷りの横版のもの

を１枚、もう一つは、地方版図柄入りナンバ

ープレートの導入についてということで、Ａ

４の縦に変わりますけれども、カラー刷りの

ものを１枚お手元のほうに置かせていただい

ております。 

 まず、阿蘇くまもと空港の創造的復興につ

いてでございます。 

 これにつきましては、阿蘇くまもと空港の

ターミナルビルの建てかえを含めます空港運

営の民間委託化、いわゆるコンセッションの

手続の今後のスケジュール等について御説明

をするものでございます。 

 今月６日に、蒲島知事から石井国土交通大

臣に対しまして、コンセッション手続の加速

化を要望いたしましたところ、石井大臣から

は、熊本県からの要望に沿って進めたいとの

御発言をいただいたところでございます。こ

れに基づいて作成したものでございます。 

 お手元のＡ４の表紙をごらんください。県

の要望に基づくスケジュールでございます。 

 このスケジュールは、現時点での想定では

ございますが、上段から御説明を申し上げま

す。 

 まず、現国内線ビルの取り扱いでございま

す。 

 現国内線ビルは、ラグビーワールドカップ

や女子ハンドボール世界選手権大会が本県で

開催をされます平成31年度まで運用をされま

す。翌32年度から、撤去工事に入る流れとな

ります。 

 続きまして、新しいターミナルビルが建ち

ますまでの間の代替施設といたしまして、国

内線の別棟ビルがございます。現国内線ビル
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の運用が終了いたします平成31年度末まで

に、この別棟ビルにつきましては、国におい

て整備、完成させ、その後、新たな運営権者

による運営が開始されることとなります。 

 それから、運営権者の選定に係りますコン

セッションの手続でございます。 

 これは、今月末にも、この募集要項の素案

となります基本スキーム案が実施主体の国か

ら公表される予定でございまして、あわせて

民間の投資意向を調査する、いわゆるマーケ

ットサウンディングと申しますが、民間投資

意向調査が始まる見込みでございます。 

 この意向調査を踏まえまして、今年度末ま

でには実施方針とそれから募集要項のほうが

調整、公表され、平成30年度中に審査が行わ

れ、１年後には新たな運営権者の選定まで進

むものと想定しているところでございます。 

 それから、新ターミナルビルにつきまして

は、平成31年度中に新たな運営権者による設

計が開始され、現国内線ビルの撤去後に建設

工事に入ると想定しております。 

 なお、新ターミナルビルの完成、運用につ

きましては、これは新しい運営権者の設計、

施工次第ということもございまして、現在は

未定でございます。 

 裏面をごらんください。 

 建設等の概要につきまして、現在の阿蘇く

まもと空港の鳥瞰図でございます。 

 まず、黄色の点線の囲みの部分でございま

すけれども、現国内線ビルの敷地に新たな運

営権者による新ビル建設が予定されておりま

す。 

 また、その横の赤い点線の囲みの部分でご

ざいますけれども、ここに、その新ビル建設

期間中におけます国による国内線別棟ビルの

建設予定地となっているところでございま

す。 

 なお、その上のほうに紫の点線の部分がご

ざいますけれども、ここは国によるエプロン

拡張工事予定箇所でございます。平成29年度

中に、新たに９番スポットが完成する予定で

ございます。順次、その後、その右側に10番

スポットも国によって施工される予定となっ

ております。 

 この件につきましての説明は以上でござい

ます。 

 熊本空港が熊本の中長期的発展に寄与する

ことになりますよう、引き続き、県といたし

ましても、国と調整を行ってまいります。 

 続きまして、地方版図柄入りナンバープレ

ートの導入についてという表紙のほうをごら

んいただきたいと思います。 

 自動車の登録及び登録番号標、いわゆるナ

ンバープレートの交付手続は、国の業務とな

っております。その上で、今般、地方版図柄

入りナンバープレートについての制度が発表

されたところでございます。 

 これにつきましては、地方自治体が地域の

特色ある図柄を国土交通大臣に出して提案を

しまして、国がナンバープレートを作成、交

付する制度でございます。 

 次の２種類について、提案が可能となって

おります。 

 まず１番目が、既存のいわゆる熊本ナンバ

ーに図柄を導入するものでございます。もう

一点が、これまで２回ございましたけれど

も、新たな御当地、いわゆる御当地ナンバ

ー、例えば平成20年度には富士山ナンバーと

いうものができておりますが、そのように御

当地ナンバーに図柄を導入するものでござい

ます。 

 本制度は、まず、ラグビーワールドカップ

特別仕様、これは既に公募済みでございまし

て、現在、県においては、知事、それから副

知事の公用車にこのラグビーワールドカップ

の特別仕様のナンバープレートがついており

ます。それと、東京オリンピック・パラリン

ピックの特別仕様、これは平成29年10月に交

付開始予定となっておりますが、これの地方

版として実施されるものでございます。 
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 対象車種は、登録自動車、いわゆる自家用

及び事業用と軽自動車でございまして、二輪

車は対象外となっております。 

 それから、①②の制度、いずれも寄附金あ

りがフルカラー、寄附金なしがモノトーンと

ういうことで、その２パターンを作成し、ユ

ーザーの希望により交付されるということに

なっています。 

 １点、共通する留意事項がございまして、

いわゆるナンバープレートに記載します文字

や番号につきましては、視認性を確保する必

要がございます。これは、警察が今まで設置

をしております自動車ナンバー自動読み取り

装置、これで読み取りが可能なものという条

件がついているところでございます。 

 真ん中の図はイメージ図でございます。 

 それでは、まず既存の熊本ナンバーに図柄

を導入する制度について、簡単に御説明申し

上げます。 

 下の①をごらんください。 

 まず、この事業につきましては、県が主体

となって国に提案を行ってまいります。具体

的には、図柄の決定ですとかあるいは寄附金

の使途、それから充当する事業等を選定する

ための協議会を県において設置する予定でご

ざいまして、国等の関係機関、それから産技

センターや県内の大学関係のデザインの専門

家、それから県警察等で構成をする予定でご

ざいます。同協議会で図柄案を複数案作成

し、県民へのパブリックコメントを経て、最

終案を決定していく流れでございます。 

 今後のスケジュールでございますが、早速

６月から10月にかけまして、図柄イメージの

作成、それから、県民アンケート、パブリッ

クコメントを実施してまいります。あわせ

て、８月から11月にかけまして、国に対しま

す導入申込書等の手続を行ってまいります。

平成30年10月ごろには、図柄入りナンバープ

レートの交付が行われる予定でございます。 

 参考といたしまして、九州では、福岡、佐

賀、大分、宮崎、鹿児島の各県で同様の制度

が実施される予定でございます。 

 裏面をごらんいただきたいと思います。 

 新たな御当地ナンバーの図柄の件でござい

ます。 

 これは、国が新たに御当地ナンバーの登録

を認めるもので、図柄入りのナンバープレー

トの交付をするというものでございます。 

 御当地ナンバーにつきましては、これまで

２度募集があっております。例えば、富士山

ナンバーですとか、平泉ナンバー等があって

おります。現在30カ所、全国で交付が行われ

ております。  

 導入に当たりましては、市町村等、希望す

る地域が主体となって取りまとめを行ってま

いりまして、県がその取りまとめ、経由をし

て、必要書類を国へ提出してまいります。 

 導入に当たりましては、次のいずれかの要

件を満たす必要がございます。まず、対象地

域内の登録自動車数が10万台を超えているこ

と。その登録自動車数には、軽自動車は含ま

れません。それから、もう一点が、対象地域

内に複数の自治体が存在し、かつ、当該地域

の登録自動車数がおおむね５万台を超え、相

当程度の知名度を有するものであるというこ

とでございます。 

 今後のスケジュールでございますが、これ

は尐し時間がまだ余裕がございまして、平成

29年、ことしの11月からキックオフいたしま

す。そして、来年の12月にかけまして、国へ

の手続等が進められることになっておりま

す。そして、平成32年度中に図柄入りナンバ

ープレートが交付される予定でございます。 

 県内地域の動向でございますが、先般５月

に国の制度説明会がございまして、県内市町

村へ情報提供が行われております。 

 ただ、先ほど申しましたように、いろいろ

事細かな条件がついてまいりますので、基本

的には県が国の窓口となって情報収集を行っ

てまいりたいと思っておりますし、個別に導
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入を検討される市町村、地域とのつながり、

相談、協議等を行ってまいりたいと思ってお

ります。 

 御報告は以上でございます。 

 

○増永慎一郎委員長 以上で報告が終了しま

したので、質疑を受けたいと思います。 

 今の報告に係る質疑はございませんか。 

 

○河津修司委員 今の御当地ナンバーの件で

すが、これは地域内の登録自動車数が10万台

を超えていることとかいうことになると、こ

の条件を満たす地域といったら、どういった

――熊本市は満たすかもしれぬですが、ほか

のところでどういった地域だったら満たしま

すか。 

 

○内田交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 この要件２つ、10万台の要件と、それか

ら、例えば複数の自治体が一緒に連携して取

り組む場合と２つございます。１地域による

10万台となりますと、もうこれは熊本市しか

ございません。もう一つのほうの複数の地域

が連携して、その当該地域の登録自動車数が

おおむね５万台となってきますと、例えば八

代郡市あたりについては要件に当てはまって

くるのかなと。まあ、５万台弱ですけれど

も、おおむね５万台ということで――になっ

てこようかと思っています。 

 あとは、圏域をどこで持っていくか、例え

ば県南という形で持ってくれば、かなり台数

がございますし、阿蘇郡市だと、尐し５万台

には足りないんですけれども、例えば県北と

か、そういうような依頼であれば、５万台以

上の基準はクリアしてくるものというふうに

考えているところでございます。 

 

○河津修司委員 この前も１回あって、その

ときも阿蘇地域で申し込もうかとしたら、や

っぱり台数が足りなくて諦めた経緯がたしか

あったと思うんですよね。だから、その辺が

何とかまとまるような圏域を考えていただい

て、希望があればまとめていただきたいなと

思っております。 

 

○内田交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 先ほども御説明申し上げましたが、今回の

この御当地ナンバーにつきましても、県のほ

うでしっかり国との交渉をしてまいりたいと

思っておりますし、それにつきましては、自

分が、関係する市町村、地域のことはきちっ

と連携をとってまいりたいと思っておりま

す。 

 

○増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩中伸司委員 県立大学の件でお尋ねした

いんですが、１ページの一番下のほうに、地

元へどうやっぱり取り込んでいくかというよ

うな基本的な考え方だろうと思いますが、現

状では、県立大学から熊本県内に就職をする

人というのは何％ぐらいいるんですかね。 

 

○村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 現在の就職状況ということで、熊本県内に

就職している割合が、平成28年度末を29年の

５月１日現在で捉えましたところ、県内54.6

％でございます。九州で73.8％と、そういう

率になっております。 

 以上です。 

 

○岩中伸司委員 意外と私が想像していたよ

りも多いなというような思いですけれども、

もっともっとやっぱりこのことには力を入れ

ていかなければならないというふうに思うん

ですが、私たちが若いころは、とにかく大

阪、東京が一番いいという感覚でみんないた
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んですが、最近はやっぱり地元志向という若

者もふえているようなのでですね。 

 この地域企業と連携したというのは、地域

の企業というのは、どれぐらいの規模で連携

をしながら具体的に進めていこうと、まあそ

こまでまだわかってないかもしれませんが、

大方構想、どういう構想で進めていくという

か、わかりますか。 

 

○村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 具体的にどれぐらいの規模かというのはわ

かりませんけれども、現在、県内でも、建設

業からいろんな企業等に就職をしている実態

がございますので、まずはそういったものか

ら入っていくのかなというふうに思っていま

す。 

 それで、あとは大学のほうでいろいろその

あたりのことを、今後、中期計画の中で具体

化をしていっていただくと思いますので、そ

ういった中で尐し御検討いただきたいという

ふうに思います。 

 

○岩中伸司委員 大体大まかはわかりまし

た。 

 意外と多かったなというのはちょっとうれ

しいんですけれども、もっともっと積極的に

取り組んで、県内で若者がやっぱり定着をす

るように、あらゆる努力をしていかなければ

なりませんので、その一環としては大変貴重

な提起だなと思いますので、頑張っていただ

きたいと思います。 

 

○松野明美委員 阿蘇くまもと空港につきま

してお尋ねをします。 

 スケジュール等を書いてあるものを先ほど

御説明いただきましたけれども、ことしがこ

の実施方針公表、また、募集要項公表と書い

てありまして、来年、審査があって新たな運

営者の決定ということなんですけれども、そ

の選定についてもう尐し詳しく説明をいただ

きたいんですけれども。 

 

○内田交通政策課長 済みません、わかりづ

らいところがございまして。 

 このコンセッション手続と書いてある表で

共通にございますのが、新しい運営権者、い

わゆる民間の事業者さんの決定の手続でござ

います。 

 まず、先ほど述べましたとおり、今月末に

も、国のほうのまずこのコンセッションに対

する、募集に関する基本的な考え方が、基本

スキーム案という形で示される予定になって

おります。 

 この内容につきましては、例えば事業の期

間ですね。今先行いたしております、例えば

福岡県とかは、大体30年ぐらいの期間を、国

としては委託期間として設定しているという

ことでございます。それから、昨年の７月か

ら既に民間委託化しました仙台空港、これも

やっぱり30年ぐらい、オプションでプラス30

年、要するに60年ぐらいは運営期間を持つと

いうようなことをこのスキーム案のほうで出

しておられます。そのほか、あと委託をする

範囲、事業の範囲等を出されております。 

 これと同じものが、この阿蘇くまもと空港

につきましても、早ければ今月末ぐらいには

国のほうから出されるんではないかというこ

とでございます。 

 特に、今回の場合は、新しいビルを、国内

線、国際線の一体ビルを建てるということを

国がきちっと出すということが１点大きな点

でございます。それから、それに伴いまして

代替ビルの別棟ビルを国がつくりますという

ことも、この基本スキームの中で多分出てく

るんだろうと思います。 

 そういう部分を一応提示いたしましたもの

について、今度はいろいろ民間の意見を聞い

ていくのが、この真ん中の矢印、最初の29年

度の矢印、民間意向調査というところになり
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ます。 

 あわせて、私たち熊本県側といたしまして

も、国のスキーム等を見ながら、県としての

例えば創造的復興に関するいろんな、例えば

12月に策定しました大空港構想Next Stageと

か、その中に盛り込まれたことがどう盛り込

まれていくのかと、スキーム案に対して提案

をしていくような作業がここに出てまいりま

す。 

 それらを鑑みまして、国のほうで取りまと

めますのが、29年度末のその実施方針と募集

要項でございます。そこで正式に、新しい熊

本空港づくりはこういうような形で提案をし

てくださいというようなものをつくりまし

て、公表をいたします。それに対して、民間

の事業者さんが、30年度中にいろいろ、いわ

ゆる入札に対する応札をしたいと提案をして

こられることになります。国のほうで、基本

的にはそれを見て選定をされまして、30年度

末に新しい運営権者が決定されるというよう

な流れになってまいります。 

 以上でございます。 

 

○松野明美委員 よくわかりました。 

 県内でも、企業の経営者が集まられまして

研修会というようなものを開かれていると思

うんですけれども、そのバランスみたいなの

は何かあるんですか。国が一本でずっとやる

のかという、そのバランス、まあ県内の企業

も多尐、何でしょう、割合みたいなもののと

ころはあるんでしょうか。 

 

○内田交通政策課長 そこはバランス等の決

まりはございません。そこは、今県内の経済

界のほうも、経済同友会のほうで何かコンセ

ッション委員会というものを独自に立ち上げ

られまして、全国的に勉強していこうという

ことで、勉強会のほうももう２回開催をされ

たところでございます。近く３回目のほうも

予定されているところでございまして、まず

は県内の経済界はどんどんこのコンセッショ

ンについての勉強をしていって、しかるべく

今年度末の実施要項、募集要項ができたとき

に、提案ができるような体制を今考えていら

っしゃるところでございます。 

 例えば、全国的な企業がどれぐらいとか、

地元企業がどれぐらい、そういう割合は基本

的に決められておりません。そこは自由でご

ざいます。 

 

○松野明美委員 先ほども、仙台空港が多分

地方の空港では初めての民営化ということ

で、かなり大きく変わりましたよね。そうい

うことで、熊本空港のほうも期待しておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

 以上になります。 

 

○中村亮彦委員 今松野先生からおっしゃっ

たのの関連なんですが、この運営権者が決ま

った後のことをちょっと聞きたいんですが、

30年度末に決まって、そして、その運用を運

営権者が本格的にといいますか、譲渡されて

運用を始めるのはどのタイミングなのかとい

うのをお聞きしたいんですけれども、これは

国内線別棟ビルが完成した後なのか、それと

も新ターミナルビルの工事が終わった後なの

か。 

 

○内田交通政策課長 基本的に、この新しい

民間委託を出される範囲というのが、今国が

直轄をしております滑走路と、今空港ビルデ

ィングが所管しておりますビルディング、空

港ビルですね、それと空港環境整備協会が持

っております駐車場、この３つがこの民間委

託の主な事業範囲でございます。 

 実は、先行します仙台のときもそうだった

んですけれども、まずは現在の空港ビル、そ

れから駐車場あたりは、今の事業を引き継い

でという形になりますので、非常に引き継ぎ

やすいということもございます。 
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 平成30年度末に運営権者が決定されました

後、正式にこの後、今度は国との契約行為が

ございます。その後、順次、例えばビルディ

ングについて、まずは多分現行ビルをそのま

ま一回引き継ぐことになろうかと思います。

駐車場を１回引き継いで、まずはそこで運営

を始めるという時期が１回参ります。あと、

滑走路につきましては、実は技術的な要素、

引き継ぐ要素が大変多うございまして、それ

はちょっとした期間がやっぱり必要かなとい

うふうに考えております。 

 仙台空港の場合も、いわゆる３カ月ぐら

い、国からその新しい運営権者に対する引き

継ぎをもって、ビルとはちょっとタイムラグ

を持って運営が開始される、事業を引き継い

でいらっしゃるということもございまして、

そういう事業事業、委託される事業事業によ

って、運営権者が引き継いでいく時間が変わ

ってくるということになってまいります。 

 おおよそ31年度中には、全て３つの事業は

引き継がれるものと、一体的な運営が開始さ

れるというふうに考えております。 

 

○中村亮彦委員 ということは、別棟ビルが

完成してから運用、別棟ビルを建てる期間、

もしくは建てる前なんですが、これは新しい

運営権者のその別棟ビルに対する、例えばレ

イアウトだったりとか、外観だったりとか、

そういう建物に対しての運営権者の意図とい

うのは入るんでしょうか。 

 

○内田交通政策課長 この別棟ビルにつきま

しては、これは国のほうで設計、施工をいた

してまいります。基本的には、この別棟ビル

の中のいろんなシステム、設計については、

国がエアライン等と直接ヒアリングをして決

めていくということになります。 

 新しい運営権者については、一応今回のマ

ーケットサウンディングの中でもくろみを立

てます。国が立てます。それについて、いろ

いろ御提案があればくださいというような投

げかけにはなるようでございます。それを鑑

みたところで、最終的には国が決定して別棟

ビルを完成させるという形になります。 

 

○中村亮彦委員 この運営権者も事業として

行うわけですから、やりやすいといいます

か、事業をスタートさせるときは、非常に大

きな力が要ると思うんですよ。ですから、本

来だったら、意図も尐しやっぱり酌み取って

やったほうが、スタートダッシュは非常に大

切なことですから、これはあったほうがいい

と思うんですけれども、しかし、国がやるこ

とであれば、もうそれはしようがないです

ね。 

 以上でございます。 

 

○内田交通政策課長 今中村委員のほうから

おっしゃられましたとおり、まずは別棟ビル

で当面の期間運営を中心的にやっていくこと

になりますので、当然収益性というものも非

常に重要になってくるかと思います。その辺

のところは、国のほうも十分考えた上でマー

ケットのほうに意見を聞いていくということ

はお聞きしております。 

 

○池田和貴委員 県立大学の第３期の中期目

標の素案のことについてお伺いしたいんです

が、済みません、これは私、記憶定かじゃな

いんですけれども、以前、県立大学では、地

域との連携を、まあ県内の各地域との連携を

ということで、サテライトキャンパスを設置

するとか、そういった話も以前あったかとい

うふうに思うんですが、そういったような計

画というのは、今の目標の中にはまだ残って

いるんですかね。 

 

○村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 済みません、私も尐し記憶の中ですけれど
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も、サテライトキャンパスの設置について

は、ＪＲの熊本駅ができるときに、あそこに

サテライトキャンパスをつくってはどうかと

いう話が昔あったかに記憶をしております。 

 やはり、今サテライトキャンパスといいま

すと、基本的に郊外にある大学が街の中心に

サテライトでキャンパスを置くというのが一

般的かと思います。九州では、九州大学がＪ

Ｒの博多駅に置いているかと思いますけれど

も、やはり博多駅などと比べますと、利用す

る客がそんなに多いわけではございません。

それに比べて、当然、教員を張りつけたり、

いろんな経費も要るということで、需要等、

そのあたりのことを考えますと、慎重な検討

が必要だという形になっていったかなという

ふうに思っております。 

 今特に現在の中期目標の中に、そういった

点を明確に求めたりはしていないところでご

ざいます。 

 

○池田和貴委員 わかりました。 

 駅前とかではなくて、例えば天草地域のほ

うにサテライトキャンパスをつくるとか、い

わゆる高等教育がないようなところにサテラ

イトキャンパスをつくるような話が、前の学

長のときだったかな、あったような気がした

んだけど……。 

 

○村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 天草のほうで、たしかそういう地域と一緒

になって何か、いわゆるフィールドワークと

いうか、そういう形でいろんな授業という

か、教育をやるという話はあっていたと思い

ます。それは、現実に今もそんな形で進めら

れているというふうに記憶しております。 

 

○池田和貴委員 わかりました。 

 ちょっと後でまた詳しく聞かせていただき

たいというふうに思いますが、県立大学なの

で、県内全域のことも俯瞰をしながらやって

いただくように、そういった視点も入れてい

ただくように、ぜひお願いをしたいというふ

うに思っております。 

 以上です。 

 

○増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。 

(｢はい」と呼ぶ者あり) 

○増永慎一郎委員長 なければ、これで質疑

を終了します。 

 そのほかで委員から何かありませんか。 

 

○岩中伸司委員 その他で、池田総務部長に

ちょっとお尋ねしたいんですが、働く場所の

問題ですけれども、空調は28度設定というこ

とですかね、基本的に。部長じゃなくても、

なら担当の……。 

 

○満原財産経営課長 執務室におきまして、

28度ということで設定されています。これ

は、国等の方針もございますし、エネルギー

をできるだけ節約するという観点もございま

して、尐しちょっと暑いところはありますけ

れども、各執務室において28度というところ

で上限を設けておるところでございます。 

 

○岩中伸司委員 これは温暖化現象が進んで

いるので、それを積極的にやると、私も、き

のうの特別委員会で、そういう議論、そこで

はちょっと言える立場じゃないなと思いなが

ら、きのうは黙っとったんですが、今おっし

ゃったように、28度設定というのがこれは全

国的にやられて、もうネクタイしなくていい

ということで、まあその分はいいんですが、

県庁にはお客さんがやっぱりよくスーツ着て

見えることも多いし、何よりもやっぱり職場

の人たちは、常に扇子かうちわを外せないと

いうふうな状況で、部長、一番その実態はわ

かっていらっしゃると思います。 

 私も、ずっと歩いてみてきているので、こ
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れは大変だなと。19日の月曜日に、ずっと回

って地下へ行ったら、室内が31.4度あるんで

すよ。で、これは大変だなと。28度設定でや

るときも、空調設定は28度だけれども、机の

上はやっぱり30度ぐらいになっているんじゃ

ないかと思うんですね、空調のときは窓を閉

めるものですから。特に風通しが悪いのは新

館のほうですね。とんでもない暑さでです

ね。 

 ですから、そういうのを配慮しながら、何

年か前は、よく昼回れば、試験運転というふ

うなことでよく放送が流れていましたが、そ

ういうのもやっぱり臨機応変に、この辺はや

っぱり部長か知事か判定をしないと、担当の

課に聞いてみたら、お金がかかってやっぱり

ということなんかも出るものでですね。でき

れば、ぜひもっと働きやすい状況にしてほし

いなというふうな思いです。 

 そうじゃなければ、もうＴシャツで仕事を

するか、制服をですね。私なんかもそうです

けれども、汗が出るような格好だったらどん

なしてもいいんですが、事務職というのは、

汗を流しながら事務職というのは、これは昔

からやっぱり合わないなと思うんですね。地

球温暖化もきちんと守っていかないかぬけれ

ども、それはそれでほかにも頑張っていかな

いかぬし、ぜひそういった意味での職場を見

てほしいというふうに思いますので。 

 部長、どうですか、そこら辺。 

 

○池田総務部長 なかなか、今御指摘のとお

り、特に28度設定をさらに下げることはでき

るかというと、なかなか難しいところはある

んですが、ただ、空調の臨機応変な、柔軟な

運用とか、そういったところはできる限り働

きやすい環境の整備に努めていきたいという

ふうに考えておりますので、そこはいろいろ

皆さんの御意見も伺いながら、そういった運

用の改善というのも検討していきたいという

ふうに思っております。 

 

○岩中伸司委員 私は、28度設定を下げてほ

しいというのが気持ちの中にはあるんですけ

れども、ここは下がっとるんじゃないです

か。やっぱりそういうこともありますが、最

低でもその28度というのは確保するような臨

機応変な対応をぜひお願いしたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○増永慎一郎委員長 ほかにありませんか。

――なければ、以上で本日の議題は全て終了

いたしました。 

 最後に、陳情・要望書が３件提出されてお

ります。御参考としてお手元に新たに写しを

配付いたしております。 

 それでは、これをもちまして第３回総務常

任委員会を閉会します。 

 お疲れさまでございました。 

  午前11時38分閉会 
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